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りか、「人びと」の「強制移動」を含意する「日本版 CCRC 構想」（Continuing 
Care Retirement Community：CCRC）である。 
2016 年 6 月 2 日には、「ニッポン一億総活躍プラン」の閣議決定がなされ、
「アベノミクスの新三本の矢」を基調とした計画が示される。その「基本的
































一方、厚生労働省においても、2015 年 9 月 17 日「誰もが支え合う地域の
構築に向けた福祉サービスの実現－新たな時代に対応した福祉の提供ビジョ






















































3-4.4 助の序列・優先順位化  
そして、「地域包括ケア」が給付抑制論や選別主義を基盤としている決定的
な理由は、この 4 助の優先順位化にある。まず、「地域包括ケア」が謳われて









































































































また 2018 年 3 月 14 日に発表された「世界幸福度報告書 2018」（「World 
Happiness Report 2018」）（「持続可能な開発ソリューション・ネットワーク
（Sustainable Development Solutions Network：SDSN）」国連・コロンビア
大学）で、日本の順位は 54 位に位置づけられているが、この幸福度の序列
は、一人当たりの国内総生産（ GDP per capita）と社会的支援（social 
support）、健康寿命（healthy life expectancy）、社会的自由（freedom to 
make life choices）、寛容さ（generosity）、汚職の無さ・頻度（perceptions 








































































































































































































ワーカー連盟（International Federation of Social Workers： IFSW）によ
















を意識して P=マイルズが 1954 年に「リッチモンドに帰れ」と主張したり、










































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































2.本論文で明示するべき 2 つの視座 
前節では、ソーシャルワーク実践の課題について提示してきた。その問題
としては、大きく 4 つのことが挙げられていた。 
1 つは、研究と実践分野における「社会変革」の捨象であり、2 つに、組
織に所属しているソーシャルワーカーが大多数を占める中、組織変容や組織









































































































































































































































ついては 4 章で検討していくことにする。 
 
 





























































































第 1 節 先行研究の概括 














































ここで、この非営利組織 3 形態の現状を押さえておきたい。 
まず、1998 年に施行された特定非営利活動促進法によって、特定非営利活
動法人（以下 NPO という）は増加の一途を辿っている。1998 年度に 23 法人
であったのが、2019 年度では 52,633 法人にまでに増大している。 
社会福祉法人においても、超高齢社会に対応するべく増加の傾向にある。




また医療法人についても、1995 年度 24,725 法人であったのが、2018 年度


















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































2-1.「事例研究①NPO 法人地域の絆の概要」  










2-2.「事例研究②NPO の事例研究」  
次の事例研究は、職員の実践に対する事例研究である。ここでは、職員が

















































































































































































第 3 章 事例研究① NPO 法人地域の絆の概要 


















































































2006 年 2 月 20 日  特定非営利活動法人 地域の絆 設立 
2006 年 11 月     地域福祉センター仁伍 開設 
2008 年 2 月      地域福祉センター向永谷 開設 
2009 年 3 月      地域福祉センター宮浦西 開設 
2010 年 12 月     コミュニティホーム仁伍 開設 
2011 年 4 月      地域福祉センター鹿川  開設 
2013 年 4 月      地域福祉センター幸崎  開設 
2014 年 6 月      地域福祉センター佐方  開設 
2014 年 9 月      地域福祉センター北吉津 開設 
2015 年 10 月     すまいる川内 開設 
2016 年 3 月      KIZUNA（特定）福祉用具貸与・販売事業所 
2018 年 4 月      すまいる仁伍 開設 
2018 年 4 月      三原市デイサービスセンターさぎうら 
2019 年 4 月      ちいきのいえ保育園 
  
1-3.組織構造と役員・職員体制  
役員の構成は、理事 8 名・監事 1 名となっている。9 名の内訳としては、
医療法人・社会福祉法人の現事務局長及び元事務局長が 1 名ずつ、専門職団
体の現副会長及び元会長が 1 名ずつ、他の NPO の役員が 2 名、元大学教授が
















・小規模多機能型居宅介護  8 拠点 
・認知症対応型共同生活介護 1 拠点 
・定期巡回・随時対応型訪問介護看護 ２拠点 
・サービス付き高齢者向け住宅 2 拠点 
・（特定）福祉用具貸与・販売事業所 1 拠点 































年度 売上高 経常利益 
2005 0 0 
2006 16,268,957 -3,026,919 
2007 70,800,305 7,981,051 
2008 121,144,926 3,699,789 
2009 170,824,347 10,734,575 
2010 237,519,609 53,009,849 
2011 343,321,416 24,988,041 
2012 375,416,578 3,203,136 
2013 395,477,624 -26,513,215 
2014 432,467,422 -12,978,009 
2015 497,756,345 9,966,769 
2016 559,484,189 45,917,617 
2017 602,458,602 34,709,563 























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































（community of practice）と呼ぶ。 
彼らは、「正統的周辺参加」（legitimate peripheral participation）とい
う概念を「分析的視座」に据えた上で、徒弟制において、新参者がこの「実





































































































































































































































































































































































































































































































































































第 4 節 本章のまとめ 
 ここで本章において明らかにした点を改めて整理しておきたい。 
 まず、「地域の絆」では、安定的な事業継続がなされていた。これは、1 年



















































第 4 章 事例研究②NPO の事例研究 
-地域を変える「地域の絆」の取り組み- 
第 1 節 地域包摂・「地域変革」へ向けた「出逢い直し」の実践事例  
ここでは、「地域の絆」の運営する拠点のうち、4 拠点（事例 1・事例 2・

































神社へ A さんの現状を伝えることで駐車場を借りることができた。 
④神社の宮司に、A さんの現状を伝えると同時に、A さんへのかかわりを
依頼したことで、宮司の A さんの自宅への訪問が開始される。 
⑤その後、神社の駐車場が空いていない時があり、近隣の公民館の駐車場
を借りるために交渉をおこない承諾を得る。 
⑥A さん自宅前の寺院の住職が、月 1 回 A さんのために本を持参している
ことを知り、A さんが現在認知症であるなどの現状を具体的に伝えた。する
と、A さんの現状を理解した住職は、寺院の駐車場の使用を職員に提案し、









③近隣住民は A さんが認知症であるという現状を理解していなかった。 
④A さんの自宅には駐車場がなく、訪問時は路肩に駐車していた。近隣住
民に対する職員の配慮が不足していた。 

























の途絶えていた神社の神主が、月 1 回 A さんの自宅を訪問してくれるように
なった。 
月に 1 回本を持参しにきてくれていた寺の住職も、週に 1・2 回見守りと
会話のために訪問してくれるようになった。 




























2.事例 2 逢いたい人に再会する権利を保障する２３ 
【実践の概要】 





















































点にいる B さんに持ってきてくれるようにもなった。 
⑤B さんの長年使用している手帳に書かれた情報をもとに、昔一緒に働い
ていた職場の元同僚にも職員が電話で連絡をとる。これをきっかけに、同僚






















いると B さんが思い込むようになった。 
【実施後の B さんの変化】 
B さんとの会話からニーズを察して認識し、その支援を展開することで、
拠点における元同僚の集まりが毎月 3 回程度実施され、住民は月に 1・2 度
































































































3.事例 3 家族のストレングスを起点にした「出逢い直し」２４ 
【実践の概要】 











































































娘の変化として、①以前は、2 週間に 1 度、面会のため来所するが、 認






































































は、D さんと娘が喧嘩をする声や D さんから娘に対する不満を直接聞くこと
で、娘に対する不信感を強めていったのだった。 
また、D さんが昼夜を問わず近隣住民宅へ相談に訪れることで、近隣住民






















































経営をしていた頃の D さんの様子を教えてもらった。 






























⑤D さんがよく通っていた A 病院とは、診察料の負担をめぐって娘との確
執があった。 





































































































が今逢いたい人に逢えないという問題、事例 3 は C さんの抱えていた不安や

















例 2 の B さんの息子と近隣住民の過去のやり取りがこれにあたる。冷静に他
者と向きあえる状態ではなかった息子が、近隣住民からの好意を拒否した場






















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































第 6 章 本研究の意義と残された課題  


















































































































変革」にかかる 4 つの事例について研究した。 














































































































































































































いう NPO の実践を俎上に載せて検討してきた。この 2 つの検証を経た提言こ
























































カー連盟（International Federation of Social Workers：IFSW）によって
2000 年に採択されたソーシャルワークの定義では、「社会の変革を進め、人
間関係における問題解決を図」ることが描かれていたし、全米ソーシャルワ





























































































































































































































































































































































配置されているソーシャルワーカーは 1094 名（社会福祉士 699 名・精神保健
福祉士 395 名）であり全体の約 78％を占めているという 。 
司法領域では、刑事施設及び少年院におけるソーシャルワーカーの配置状
況として、福祉専門官(社会福祉士もしくは精神保健福祉士)として刑事施設
に 34 名、少年院に 2 人が常勤で配置されており、非常勤としては、刑事施設
に 107 名（社会福祉士 99 名・精神保健福祉士 8 名）、少年院に 18 名（社会福








































































































































































































































































































































































































































































































































 別表 3-1 
特定非営利活動法人 地域の絆 
法人概要 
法人名  特定非営利活動法人 地域の絆 
本部  〒720-0082 







 2006 年 11 月 6 日開設 
〒720-0082 





 2008 年 2 月 11 日開設 
〒720-1147 





 2009 年 3 月 16 日開設 
〒723-0051 





 2010 年 12 月 1 日開設 
〒720-0082 





 2011 年 4 月 1 日開設 
〒737-2302 





 2013 年 4 月 1 日開設 
〒729-2252 







 2014 年 6 月 1 日開設 
〒738-0001 


































2015 年 10 月 1 日開設 
〒731-0102 
広島県広島市安佐南区川内五丁目 1 番 49 号 
TEL：082-846-6672 FAX：082-876-3120 
2016 年 3 月 1 日開設 
〒720-0082 






2018 年 4 月 1 日開設 
〒720-0082 
広島県福山市木之庄町五丁目 9 番 18 号 
TEL：084-923-6801 FAX：084-923-6804 
2018 年 4 月 1 日 三原市公の施設の指定管理 
〒732-0022 
広島県三原市鷺浦町向田野浦 1712 番地 
TEL：0848-60-7055 FAX：0848-60-7005 
 
2019 年 4 月 1 日開設 
〒720-0082 
広島県福山市木之庄町四丁目 3 番 10 号 
TEL：084-982-5322 FAX：084-982-5322 

































































































































































況調査結果の実施概要」調査実施期間 2015 年 11 月 12 日-12 月 13 日 
公益財団法人社会福祉振興・試験センター「精神保健福祉士就労状況調査結
果の実施概要」調査実施期間 2015 年 11 月 12 日-12 月 13 日 
髙良麻子（2013）「日本の社会福祉士によるソーシャル・アクションの認識と




John F. Helliwell, Richard Layard and Jeffrey D. Sachs『World Happiness 
Report 2018』COLUMBIA UNIVERSITY and THE UNITED NATIONS 
篠原拓也（2017）「社会福祉学における人権の特性と位置」日本社会福祉学会












社会福祉学会『社会福祉学』第 56 巻 2 号 













中村哲（2013）『天、共に在り アフガニスタン 30 年の闘い』NHK 出版 
日本社会福祉士会（2019）「ソーシャルワーク専門職である社会福祉士のソー





































































































メアリー＝E＝リッチモンド（1991）訳：小松源助『What is social case work? 
























































400 万人、2025 年には約 500 万人に到達する。そのサービスを利用する人た



















６地域包括ケア研究会（2013 年 3 月）「＜地域包括ケア研究会＞ 地域包括ケ
アシステムの構築における今後の検討のための論点 持続可能な介護保険制
度及び地域包括ケアシステムのあり方に関する調査研究事業 報告書」P.4 三
菱 UFJ リサーチ＆コンサルティング 
７社会保障制度改革国民会議（2013 年 8 月 6 日）「社会保障制度改革国民会
議 報告書」P.2・3 
８地域包括ケア研究会（2010 年 3 月）「地域包括ケア研究会 報告書」
PP.12-13 三菱 UFJ リサーチ＆コンサルティング 
９「世界一幸福な国はフィンランド、日本は 54 位 国連調査」2018 年 3 月
15 日『CNN.co.jp』https://www.cnn.co.jp/fringe/35116207.html 
１０「地域力強化検討会 中間とりまとめ」（2016 年 12 月 26 日）・「地域力強
化検討会 最終とりまとめ」（2017 年 9 月 12 日）地域における住民主体の
課題解決力強化・相談支援体制の在り方に関する検討会 厚生労働省 
１１2018 年 4 月 26 日「報道の自由 日本は 67 位 『敵視』拡大に警鐘」『毎
日新聞』・2018 年 4 月 26 日「報道の自由度、日本は 67 位」『朝日新聞』 
１２「社会福祉士・介護福祉士就労状況調査結果の実施概要」「精神保健福祉




















































祉部会・資料 4 P.7 2014 年 10 月 7 日 
１９厚生労働省「平成 28 年社会福祉施設等調査の概況」 














２２本事例は、第 16 回日本通所ケア研究大会・第 13 回認知症ケア研修会 in





２３本事例は、第 16 回日本通所ケア研究大会・第 13 回認知症ケア研修会 in






































































３２公益財団法人社会福祉振興・試験センター2015 年 2 月「社会福祉士・介
護福祉士就労状況調査結果の実施概要」・「精神保健福祉士就労状況調査結果
の実施概要」 

















３６例えば、2018 年 7 月 4 日から 4 日間の日程でダブリンにおいて開催され
たソーシャルワーク・教育・社会開発合同世界会議のテーマは、「持続可能
なコミュニティと環境／進化している社会における人間の解決」であった。 
３７Mary Robinson「Keynote 1 The Importance of Community Involvement 
in Working for Climate Justice」 
３８International Energy Agency (IEA) - CO2 Emissions from Fuel 
Combustion Highlights (2017 Edition) - CO2 emissions: Sectoral 
Approach 
